
業務管理体制の整備に関する事務・監督権限の取り扱いについて
１　検査の概要
　　現在，中核市に業務管理体制の整備及び監督の権限は，地域密着型サービスのみを行う介護サービス事業者　(以下「事業者」という。)が対象になっており，事業者に対する業務管理体制の指導権限（都道府県）と介護サービス事業所　(以下「事業所」という。)の指定及び指導・監督権限（中核市）が分かれている。
　　「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（令和元年法律第26号）が令和３年４月１日から施行され，指定又は許可を受けている事業所又は施設の所在地が一の中核市の区域内にある事業者の業務管理体制の整備に関する事務・権限が都道府県から中核市に移譲される。
　
２　届出先・指導等の行政機関　
　【令和３年３月31日まで】
	届出先区分
	届出先 

	事業所等が２以上の都道府県の区域に所在する事業者
	

	
	事業者等が３以上の地方厚生局管轄区域に
所在する事業者
	厚生労働大臣
（老健局総務課介護保険指導室）

	
	上記以外の事業者（注）
	事業者の主たる事務所が所在する都道府県知事

	事業所等が広島県内のみに所在する事業者
	

	
	地域密着サービスのみを行い，そのすべての指定事業所が同一市町内に所在する事業者
	市町長
（介護保険主管課）

	
	すべての指定事業所が広島市内のみに所在する事業者
	広島市長（介護保険主管課）

	
	上記以外の事業者
	広島県知事
（健康福祉局地域福祉課）


　　注）２つの地方厚生局管轄区域に事業所等が所在する事業者は，事業者の主たる事務所が所在する都道府県に届け出る。　　　　　　　　　　　　　
【令和３年４月１日から】
	届出先区分
	届出先 

	事業所等が２以上の都道府県の区域に所在する事業者
	

	
	事業者等が３以上の地方厚生局管轄区域に
所在する事業者
	厚生労働大臣
（老健局総務課介護保険指導室）

	
	上記以外の事業者（注）
	事業者の主たる事務所が所在する都道府県知事

	事業所等が広島県内のみに所在する事業者
	

	
	地域密着サービスのみを行い，そのすべての指定事業所が同一市町内に所在する事業者
	市町長
（介護保険主管課）

	
	すべての指定事業所が広島市内のみに所在する事業者
	広島市長（介護保険主管課）

	
	すべての指定事業所が呉市内のみに所在する事業者
	呉市長（介護保険主管課）

	
	すべての指定事業所が福山市内のみに所在する事業者
	福山市長（介護保険主管課）

	
	上記以外の事業者
	広島県知事
（健康福祉局地域福祉課）


　　注）２つの地方厚生局管轄区域に事業所等が所在する事業者は，事業者の主たる事務所が所在する都道府県に届け出る。
３　権限移譲予定件数（ｒ3.1.31現在）
　（呉市）67（福山市）185　
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